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 東アジアではモンゴル以外の全ての国、東南アジアでもシンガポール・タイ・ベ

トナム・ブルネイが置換水準を下回る出生率を示す。これらの国に加え、マレーシ

ア・ベトナム・インドネシア・ミャンマーも人口ボーナスが2020年までに終了し、

従属人口比が上昇に転じる。日本以外の全ての東アジア・東南アジア諸国で、2015

～40年の間に65歳以上人口は2倍以上増加する。こうした人口動向は、多くの国

で経済発展を抑圧し、老人扶養負担を増やすだろう。日本・韓国・台湾・シンガポ

ール・香港・マカオ以外の生活水準は先進国並みに達しておらず、「未富先老」問

題が顕在化する。フィリピンやインドネシアのような介護労働者の送出国でも、高

齢化により介護需要も増加し、介護労働者の出国が減る可能性がある。中国は出生

力は出生促進策に転換してしかるべき低水準だが、いまだに強権的で人道的問題の

ある出生促進策に固執している。戸口制度も身分差別に近いもので、公的支援を抑

制し家族扶養を強化しようとする方針も問題が多い。韓国の圧縮的都市化と首都圏

一極集中は、高齢者の福祉にも悪影響を与えている。世宗市への首都機能移転は、

地域別将来人口推計では人口分布の改善に寄与すると予想されている。出生促進策

は効果を上げていないが、税率を上げられないため「萎縮した社会民主主義」にと

どまらざるを得ない。日本・韓国・台湾の移民制度は民族差別を含み、シンガポー

ルの政策には人道的問題もある。移民国家への転換には、公正で人道主義的な制度

が求められる。 
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A. 研究目的 

 

 東アジア・東南アジアでは、出生力低下の先

行走者である日本・シンガポールに続いて、韓

国・台湾・中国・香港・マカオ・ブルネイ・タ

イ等多くの国・地域で出生率が置換水準を下回

るに至った。出生力低下は、当初は従属人口比

の低下により「人口ボーナス」と呼ばれる望ま

しい状態をもたらす。しかしその後は人口高齢

化の効果が優勢となり、老人扶養負担の増加と

経済成長の阻害が懸念される事態に至る。東ア

ジア・東南アジアではこうした低出産・高齢化

の様々な段階にある国・地域が混在しており、

それは様々な国内・国際移動の転換をもたらす。

本研究はこうしたダイナミックな人口変動の実

態を把握し、各国の政策対応を分析し提言をま

とめる。 

 

B. 研究方法 

 

 文献・理論研究では、東アジア・ASEAN国

における出生力低下・人口高齢化と国内・国際

人口移動の現況と将来推計、それに対応した各

種政策対応の展開に関する調査し、その特徴を

明らかにする。アカデミックな文献調査と専門

家インタビューを中心に情報を収集するが、そ

れに限定せず、人口変動や政策展開に関する議

論や言説を新聞・雑誌等からも幅広く集める。



それによって人口変動に対する各国政府および

国民の認識を比較対照する。 

 比較分析では、東アジア・ASEAN諸国の人

口・社会・経済指標、人口と労働力の将来推計、

年金財政計算、医療保険支出の趨勢等に関する

マクロデータを収集し、比較分析を行う。また

各国の政策文書を収集、必要に応じて翻訳し、

高齢者対策を中心に、出生促進策、女性・高齢

者雇用政策、地域人口政策、出入国管理政策を

包含する人口政策全体を詳細に比較する 

 政策評価・提言では、東アジア・ASEAN諸

国が世界史上未曾有の急激な人口高齢化に対す

る対応を評価する。特に労働雇用慣行や家族パ

ターン、国内・国際移動等の各国固有の状況や

社会保障制度の歴史的展開が現在の政策にどの

ように影響しており、現在の人口問題と今後予

想される人口変動にどの程度適合的かを評価す

る。そして各国の政策に日本の経験・制度がど

のように活かされているか明らかにし、それが

日本の今後の政策展開にどのようにフィードバ

ックできるかを考えるとともに、日本として東

アジアにどのようなモデルが提示できるか提言

をまとめる。 

 

C. 研究結果 

 

 国連人口部の世帯人口予測（2017年版）を見

ると、東アジア地域では 2010～15 年の合計出

生率が置換水準（2.1 前後）を下回る国・地域

が多い。特に韓国・台湾・シンガポール・香港・

マカオは、合計出生率が 1.3 を下回る極低出生

率（lowest-low fertility）を示す。これに次い

で日本（1.41）が低く、中国・タイ・ベトナム・

ブルネイ・北朝鮮も置換水準を下回る。マレー

シア（2.11）は置換水準に近く、その他の東南

アジア諸国及びモンゴルは置換水準を上回って

いる。このように東アジアではモンゴル以外の

全ての国、東南アジアでもシンガポール・タイ・

ベトナム・ブルネイが置換水準未満である。 

 出生率低下はまず年少人口の減少を通じて従

属人口比を低下させ、人口ボーナス

（demographic bonus）と呼ばれる経済発展に

有利な状況をもたらす。しかし数十年後には、

生産年齢人口の増加率が老年人口を下回ること

で従属人口比が上昇に転じ、経済発展に不利な

人口オーナス（demographic onus）と呼ばれる

状況になる。日本の人口ボーナスは 1990 年に

終了したが、東アジア・東南アジア諸国も2015

年までに終了した国が多い。国連人口部による

と、韓国・台湾・中国・香港・マカオ・シンガ

ポール・北朝鮮・ブルネイ・マレーシア・タイ・

ベトナムの従属人口比は、2015年以後上昇が続

く。インドネシアとミャンマーの人口ボーナス

も残りわずかで、2020年には従属人口比は上昇

に転じる。 

 日本を含め東アジア・東南アジアのほとんど

の国では、1950～60 年代に出生率が低下し始

めた。当初はその影響を受けて減少するのは年

少人口だけだったが、半世紀を超えてその影響

は 50～60 歳代まで及んでいる。したがって置

換水準を下回った国では、生産年齢人口（15～

64歳）は減少に転じている。国連人口部による

と、日本はもちろん韓国・台湾・中国・香港の

生産年齢人口は 2015 年以後減り続け、シンガ

ポールとタイの生産年齢人口もも 2020 年には

減少に転じる。一方で合計出生率が置換水準以

上か、置換水準未満でも1.8以上の国では、2100

年まで生産年齢人口は増加が続く予想になって

いる。 

 生産年齢人口が増加するのに従属人口比が上

昇するのは、高齢人口の増加率が生産年齢人口

の増加率を上回ることを意味する。実際、日本

以外の全ての東アジア・東南アジア諸国で、

2015～40年の間に65歳以上は2倍以上に増加

する。75歳以上人口については、韓国をはじめ

3 倍以上に増加する国も多い。こうした出生率

低下、従属人口比の上昇、再生産年齢人口の減

少、老年人口の増加といった人口動向は、多く

の国で経済発展を抑圧し、老人扶養負担を増や

すだろう。 

 日本・韓国・台湾・シンガポール・香港・マ

カオの生活水準は、先進国並みと言える。中国

の「未富先老」は、これらの国・地域の経済水

準に達する前に、高齢化は匹敵する水準に達し

た状況を指す。出生率が中国に近いタイも、同

じ状況にある。それ以外の東南アジア諸国では、

生産年齢人口こそ減少しないものの、老年人口

の増加と従属人口比の上昇はやはり負担になる

だろう。また、現在フィリピンやインドネシア

は介護労働者の送出国だが、国内での高齢人口

の増加に伴い介護需要も増加し、海外への流出

が減る可能性がある。その場合、日本を含む受



入国は対応を迫られることになろう。 

 韓国は急激な離農向都移動と首都圏への一極

集中が、農村部に残る高齢者の福祉を悪化させ

ている。韓国では高齢者の独居割合が都市部よ

り農村部で顕著に高いが、このような格差は日

本・台湾・中国では見られない。これは韓国の

圧縮的都市化がきわめて急激なものだったのに

対し、日本と台湾の都市化は韓国ほど極端なも

のではなく、中国は戸口制度によって人の移動

を制限していることによると思われる。 

 在外韓国・朝鮮人は中国・日本・米国を中心

に700万人以上あり、南北朝鮮人口に対する比

も10%に迫る。在外華僑・華人人口は厖大な数

にのぼるが、本国人口が巨大なためその比は韓

国・朝鮮や台湾より低い。在外邦人は本国人口

の 1%に満たず、日系人を含めても東アジア諸

国に比べて移民性向が弱いと言える。 

 

D. 考察 

 

 韓国と台湾は 2000 年以後低出生率に対する

危機感を強め、出生促進策を採択したが、初期

には抵抗もあった。いずれも高い人口密度と

1960～70 年代の人口爆発の恐怖から過剰人口

への懸念を払底できず、家族計画推進者、女性

団体、環境保護団体が出生促進に反対した。韓

国の第一次低出産・高齢社会基本計画（2006

年）、台湾の人口政策白皮書（2008年）以後は

出生促進の必要性が受け入れられた。しかし中

国では、過剰人口への懸念や政治的要請から、

依然として出生抑制策が維持されている。一人

っ子政策の緩和を要求する声は以前からあった

が、実施主体である計画生育委員会は頑強に反

対し、政権中枢で熾烈な勢力争いがあったと思

われる。結局2013年11月に夫婦の一方が一人

っ子なら第二子を容認する「単独二孩」の方針

が採択され、さらに2015年10月には無条件で

第二子を許容する方針が決定された。この「二

人っ子政策」によって 2016 年の出生数は前年

より 131 万人増えたが、2017 年には早くも減

少に転じ、期待されたほどのベビーブームはな

かった。このためすでに出生促進への転換を主

張する声が出ているが、過剰人口への憂慮に加

え違法出産への罰金が地方財政の重要な財源と

なっていることもあり、出生促進策はおろか中

立策への転換も難しいと見られる。 

 韓国では極端な都市化と一極集中に対処する

ため、盧武鉉大統領（2003～08 年）は選挙公

約に従い、世宗特別自治市への首都移転計画を

進めた。予定と異なり大統領府・国会・外交部・

国防部等をソウルに残す首都機能の部分的移転

にとどまることになったが、世宗市への行政機

関移転は 2015 年までにほぼ完了し、政策が人

口分布・移動に及ぼし得る影響の分析が待たれ

る。まだその評価には時期尚早かも知れないが、

統計庁の地域別将来人口推計（2017年）では、

ソウル特別市が全国人口に占めるシェアは

19.5%(2015)→18.5%(2020)と低下し、世宗市＋

忠清南北道のシェアは 7.6%(2015) →

8.1%(2020)と上昇することが予想されている。 

 台湾は1992年、韓国は2003年から外国人雇

用許可制度を実施しており、日本より積極的に

外国人労働者を受け入れている。韓国は中国朝

鮮族のための特別な訪問就労ビザ（H-2）を設

け、一般の外国人より優遇している。台湾は逆

に中国人に雇用許可を出さず、中国人花嫁も他

の外国人花嫁に比べ国籍・永住権取得が難しい

など、大陸に対する警戒感を表している。シン

ガポールの外国人労働者は、監督官の事前の承

認なしに市民・永住者と結婚できず、またシン

ガポール滞在中に妊娠・出産してはならないと

いう制限がある。 

 韓国は1999年、台湾は2008年、中国は2010

年に制度上は皆年金化を達成した。この中で最

も早かった韓国で高齢者の福祉が最も悪化して

いるのは、中国・台湾に比べ家族支援が少ない

ためだろう。年金に限らず韓国の社会保障制度

は不十分な点が多いが、政治的対立のために税

率・保険料率の引き上げが難しいため、「萎縮し

た社会民主主義」の状態にとどまっているとさ

れる。中国では制度的には皆年金・皆保険が達

成されたが、農村部では加入率が低く、地域間

や公私セクター間の格差も解消されていない。

中国の老年人権益保障法は、老人の扶養主体は

「主として家庭による」としており、2013年改

正で子の老親宅訪問を義務化するなど、家族扶

養を維持して公的負担を抑えようという意図が

見られる。 

 

E. 結論 

 

 中国は現在でも共産党の一党独裁体制を維持



しており、強権的で強引な政策が見られる。人

口普査による2010年の合計出生率は1.18、国

連人口部の推定値でも 1.6 で、すでに出生促進

策に転換してしかるべき水準だが、いまだに出

生抑制策を維持している。第2子まで緩和され

たとは言え、出産に罰金を科すのは他に類を見

ない強権的な政策で、中絶・不妊手術の強制を

含む人権侵害が継続される恐れもある。出生性

比不均衡の改善も緩慢で、男子の極端な結婚難

は長期間続くと考えられる。戸口制度は身分差

別に近いもので、出生地によって社会保障への

アクセスが制限され、移動の自由は阻害され、

農民工の賃金抑圧のためにも悪用された。老年

人権益保障法に見られるように、中国政府は社

会保障制度の拡充に及び腰で、家族に負担を押

しつけようという意図が見られる。 

 韓国は 2006 年以降積極的に出生促進策を推

進し、政府の家族関連支出の対 GDP 比は日本

を上回っている。しかし合計出生率には目立っ

た回復が見られず、2017年には1.05と歴代最

低値を更新した。農村部を含む人口大国中では、

韓国の出生率は台湾と並んで世界最低水準にあ

る。レジームの違いを無視して言えば、韓国は

世界一深刻な低出産・高齢化問題に対処するた

めに、世界最高の税率・保険料率が必要となる

はずである。しかし増税のハードルがあまりに

高いため、「萎縮した社会民主主義」内での対処

とならざるを得ない。 

 日韓の日系・韓国系優先や台湾の中国系排除

のような民族差別的な移民政策は、長期的に維

持できるものではないと思われる。シンガポー

ルの結婚・妊娠・出産の制限は、人道的な問題

を含む。移民として最も適応に問題が少ないの

は、留学生として入国しその国で就業する場合

だろうが、これでは農林漁業や単純労働の人手

不足は解消できないだろう。日本が移民国家に

転換する際には、公正で人道主義的な制度が求

められる。 

 

F. 健康管理情報 
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 東アジアではモンゴル以外の全ての国、東南アジアでもシンガポール・タイ・ベ

トナム・ブルネイが置換水準を下回る出生率を示す。これらの国に加え、マレーシ

ア・ベトナム・インドネシア・ミャンマーも人口ボーナスが2020年までに終了し、

従属人口比が上昇に転じる。日本以外の全ての東アジア・東南アジア諸国で、2015

～40年の間に65歳以上人口は2倍以上増加する。こうした人口動向は、多くの国

で経済発展を抑圧し、老人扶養負担を増やすだろう。日本・韓国・台湾・シンガポ

ール・香港・マカオ以外の生活水準は先進国並みに達しておらず、「未富先老」問

題が顕在化する。フィリピンやインドネシアのような介護労働者の送出国でも、高

齢化により介護需要も増加し、介護労働者の出国が減る可能性がある。中国は出生

力は出生促進策に転換してしかるべき低水準だが、いまだに強権的で人道的問題の

ある出生促進策に固執している。戸口制度も身分差別に近いもので、公的支援を抑

制し家族扶養を強化しようとする方針も問題が多い。韓国の圧縮的都市化と首都圏

一極集中は、高齢者の福祉にも悪影響を与えている。世宗市への首都機能移転は、

地域別将来人口推計では人口分布の改善に寄与すると予想されている。出生促進策

は効果を上げていないが、税率を上げられないため「萎縮した社会民主主義」にと

どまらざるを得ない。日本・韓国・台湾の移民制度は民族差別を含み、シンガポー

ルの政策には人道的問題もある。移民国家への転換には、公正で人道主義的な制度

が求められる。 

 

 

研究分担者： 

林 玲子  （国立社会保障・人口問題研究所） 

小島 克久 （同） 

菅 桂太  （同） 

中川 雅貴 （同） 

千年よしみ （同） 

佐々井 司 （福井県立大学） 

中川 聡史 （埼玉大学） 

 

A. 研究目的 

 

 東アジア・東南アジアでは、出生力低下の先

行走者である日本・シンガポールに続いて、韓

国・台湾・中国・香港・マカオ・ブルネイ・タ

イ等多くの国・地域で出生率が置換水準を下回

るに至った。出生力低下は、当初は従属人口比

の低下により「人口ボーナス」と呼ばれる望ま

しい状態をもたらす。しかしその後は人口高齢

化の効果が優勢となり、老人扶養負担の増加と

経済成長の阻害が懸念される事態に至る。東ア

ジア・東南アジアではこうした低出産・高齢化

の様々な段階にある国・地域が混在しており、

それは様々な国内・国際移動の転換をもたらす。

本研究はこうしたダイナミックな人口変動の実

態を把握し、各国の政策対応を分析し提言をま

とめる。 

 

B. 研究方法 

 

 文献・理論研究では、東アジア・ASEAN国

における出生力低下・人口高齢化と国内・国際

人口移動の現況と将来推計、それに対応した各

種政策対応の展開に関する調査し、その特徴を

明らかにする。アカデミックな文献調査と専門

家インタビューを中心に情報を収集するが、そ

れに限定せず、人口変動や政策展開に関する議

論や言説を新聞・雑誌等からも幅広く集める。



それによって人口変動に対する各国政府および

国民の認識を比較対照する。 

 比較分析では、東アジア・ASEAN諸国の人

口・社会・経済指標、人口と労働力の将来推計、

年金財政計算、医療保険支出の趨勢等に関する

マクロデータを収集し、比較分析を行う。また

各国の政策文書を収集、必要に応じて翻訳し、

高齢者対策を中心に、出生促進策、女性・高齢

者雇用政策、地域人口政策、出入国管理政策を

包含する人口政策全体を詳細に比較する 

 政策評価・提言では、東アジア・ASEAN諸

国が世界史上未曾有の急激な人口高齢化に対す

る対応を評価する。特に労働雇用慣行や家族パ

ターン、国内・国際移動等の各国固有の状況や

社会保障制度の歴史的展開が現在の政策にどの

ように影響しており、現在の人口問題と今後予

想される人口変動にどの程度適合的かを評価す

る。そして各国の政策に日本の経験・制度がど

のように活かされているか明らかにし、それが

日本の今後の政策展開にどのようにフィードバ

ックできるかを考えるとともに、日本として東

アジアにどのようなモデルが提示できるか提言

をまとめる。 

 

C. 研究結果 

 

 国連人口部の世帯人口予測（2017年版）を見

ると、東アジア地域では 2010～15 年の合計出

生率が置換水準（2.1 前後）を下回る国・地域

が多い。特に韓国・台湾・シンガポール・香港・

マカオは、合計出生率が 1.3 を下回る極低出生

率（lowest-low fertility）を示す。これに次い

で日本（1.41）が低く、中国・タイ・ベトナム・

ブルネイ・北朝鮮も置換水準を下回る。マレー

シア（2.11）は置換水準に近く、その他の東南

アジア諸国及びモンゴルは置換水準を上回って

いる。このように東アジアではモンゴル以外の

全ての国、東南アジアでもシンガポール・タイ・

ベトナム・ブルネイが置換水準未満である。 

 出生率低下はまず年少人口の減少を通じて従

属人口比を低下させ、人口ボーナス

（demographic bonus）と呼ばれる経済発展に

有利な状況をもたらす。しかし数十年後には、

生産年齢人口の増加率が老年人口を下回ること

で従属人口比が上昇に転じ、経済発展に不利な

人口オーナス（demographic onus）と呼ばれる

状況になる。日本の人口ボーナスは 1990 年に

終了したが、東アジア・東南アジア諸国も2015

年までに終了した国が多い。国連人口部による

と、韓国・台湾・中国・香港・マカオ・シンガ

ポール・北朝鮮・ブルネイ・マレーシア・タイ・

ベトナムの従属人口比は、2015年以後上昇が続

く。インドネシアとミャンマーの人口ボーナス

も残りわずかで、2020年には従属人口比は上昇

に転じる。 

 日本を含め東アジア・東南アジアのほとんど

の国では、1950～60 年代に出生率が低下し始

めた。当初はその影響を受けて減少するのは年

少人口だけだったが、半世紀を超えてその影響

は 50～60 歳代まで及んでいる。したがって置

換水準を下回った国では、生産年齢人口（15～

64歳）は減少に転じている。国連人口部による

と、日本はもちろん韓国・台湾・中国・香港の

生産年齢人口は 2015 年以後減り続け、シンガ

ポールとタイの生産年齢人口もも 2020 年には

減少に転じる。一方で合計出生率が置換水準以

上か、置換水準未満でも1.8以上の国では、2100

年まで生産年齢人口は増加が続く予想になって

いる。 

 生産年齢人口が増加するのに従属人口比が上

昇するのは、高齢人口の増加率が生産年齢人口

の増加率を上回ることを意味する。実際、日本

以外の全ての東アジア・東南アジア諸国で、

2015～40年の間に65歳以上は2倍以上に増加

する。75歳以上人口については、韓国をはじめ

3 倍以上に増加する国も多い。こうした出生率

低下、従属人口比の上昇、再生産年齢人口の減

少、老年人口の増加といった人口動向は、多く

の国で経済発展を抑圧し、老人扶養負担を増や

すだろう。 

 日本・韓国・台湾・シンガポール・香港・マ

カオの生活水準は、先進国並みと言える。中国

の「未富先老」は、これらの国・地域の経済水

準に達する前に、高齢化は匹敵する水準に達し

た状況を指す。出生率が中国に近いタイも、同

じ状況にある。それ以外の東南アジア諸国では、

生産年齢人口こそ減少しないものの、老年人口

の増加と従属人口比の上昇はやはり負担になる

だろう。また、現在フィリピンやインドネシア

は介護労働者の送出国だが、国内での高齢人口

の増加に伴い介護需要も増加し、海外への流出

が減る可能性がある。その場合、日本を含む受



入国は対応を迫られることになろう。 

 韓国は急激な離農向都移動と首都圏への一極

集中が、農村部に残る高齢者の福祉を悪化させ

ている。韓国では高齢者の独居割合が都市部よ

り農村部で顕著に高いが、このような格差は日

本・台湾・中国では見られない。これは韓国の

圧縮的都市化がきわめて急激なものだったのに

対し、日本と台湾の都市化は韓国ほど極端なも

のではなく、中国は戸口制度によって人の移動

を制限していることによると思われる。 

 在外韓国・朝鮮人は中国・日本・米国を中心

に700万人以上あり、南北朝鮮人口に対する比

も10%に迫る。在外華僑・華人人口は厖大な数

にのぼるが、本国人口が巨大なためその比は韓

国・朝鮮や台湾より低い。在外邦人は本国人口

の 1%に満たず、日系人を含めても東アジア諸

国に比べて移民性向が弱いと言える。 

 

D. 考察 

 

 韓国と台湾は 2000 年以後低出生率に対する

危機感を強め、出生促進策を採択したが、初期

には抵抗もあった。いずれも高い人口密度と

1960～70 年代の人口爆発の恐怖から過剰人口

への懸念を払底できず、家族計画推進者、女性

団体、環境保護団体が出生促進に反対した。韓

国の第一次低出産・高齢社会基本計画（2006

年）、台湾の人口政策白皮書（2008年）以後は

出生促進の必要性が受け入れられた。しかし中

国では、過剰人口への懸念や政治的要請から、

依然として出生抑制策が維持されている。一人

っ子政策の緩和を要求する声は以前からあった

が、実施主体である計画生育委員会は頑強に反

対し、政権中枢で熾烈な勢力争いがあったと思

われる。結局2013年11月に夫婦の一方が一人

っ子なら第二子を容認する「単独二孩」の方針

が採択され、さらに2015年10月には無条件で

第二子を許容する方針が決定された。この「二

人っ子政策」によって 2016 年の出生数は前年

より 131 万人増えたが、2017 年には早くも減

少に転じ、期待されたほどのベビーブームはな

かった。このためすでに出生促進への転換を主

張する声が出ているが、過剰人口への憂慮に加

え違法出産への罰金が地方財政の重要な財源と

なっていることもあり、出生促進策はおろか中

立策への転換も難しいと見られる。 

 韓国では極端な都市化と一極集中に対処する

ため、盧武鉉大統領（2003～08 年）は選挙公

約に従い、世宗特別自治市への首都移転計画を

進めた。予定と異なり大統領府・国会・外交部・

国防部等をソウルに残す首都機能の部分的移転

にとどまることになったが、世宗市への行政機

関移転は 2015 年までにほぼ完了し、政策が人

口分布・移動に及ぼし得る影響の分析が待たれ

る。まだその評価には時期尚早かも知れないが、

統計庁の地域別将来人口推計（2017年）では、

ソウル特別市が全国人口に占めるシェアは

19.5%(2015)→18.5%(2020)と低下し、世宗市＋

忠清南北道のシェアは 7.6%(2015) →

8.1%(2020)と上昇することが予想されている。 

 台湾は1992年、韓国は2003年から外国人雇

用許可制度を実施しており、日本より積極的に

外国人労働者を受け入れている。韓国は中国朝

鮮族のための特別な訪問就労ビザ（H-2）を設

け、一般の外国人より優遇している。台湾は逆

に中国人に雇用許可を出さず、中国人花嫁も他

の外国人花嫁に比べ国籍・永住権取得が難しい

など、大陸に対する警戒感を表している。シン

ガポールの外国人労働者は、監督官の事前の承

認なしに市民・永住者と結婚できず、またシン

ガポール滞在中に妊娠・出産してはならないと

いう制限がある。 

 韓国は1999年、台湾は2008年、中国は2010

年に制度上は皆年金化を達成した。この中で最

も早かった韓国で高齢者の福祉が最も悪化して

いるのは、中国・台湾に比べ家族支援が少ない

ためだろう。年金に限らず韓国の社会保障制度

は不十分な点が多いが、政治的対立のために税

率・保険料率の引き上げが難しいため、「萎縮し

た社会民主主義」の状態にとどまっているとさ

れる。中国では制度的には皆年金・皆保険が達

成されたが、農村部では加入率が低く、地域間

や公私セクター間の格差も解消されていない。

中国の老年人権益保障法は、老人の扶養主体は

「主として家庭による」としており、2013年改

正で子の老親宅訪問を義務化するなど、家族扶

養を維持して公的負担を抑えようという意図が

見られる。 

 

E. 結論 

 

 中国は現在でも共産党の一党独裁体制を維持



しており、強権的で強引な政策が見られる。人

口普査による2010年の合計出生率は1.18、国

連人口部の推定値でも 1.6 で、すでに出生促進

策に転換してしかるべき水準だが、いまだに出

生抑制策を維持している。第2子まで緩和され

たとは言え、出産に罰金を科すのは他に類を見

ない強権的な政策で、中絶・不妊手術の強制を

含む人権侵害が継続される恐れもある。出生性

比不均衡の改善も緩慢で、男子の極端な結婚難

は長期間続くと考えられる。戸口制度は身分差

別に近いもので、出生地によって社会保障への

アクセスが制限され、移動の自由は阻害され、

農民工の賃金抑圧のためにも悪用された。老年

人権益保障法に見られるように、中国政府は社

会保障制度の拡充に及び腰で、家族に負担を押

しつけようという意図が見られる。 

 韓国は 2006 年以降積極的に出生促進策を推

進し、政府の家族関連支出の対 GDP 比は日本

を上回っている。しかし合計出生率には目立っ

た回復が見られず、2017年には1.05と歴代最

低値を更新した。農村部を含む人口大国中では、

韓国の出生率は台湾と並んで世界最低水準にあ

る。レジームの違いを無視して言えば、韓国は

世界一深刻な低出産・高齢化問題に対処するた

めに、世界最高の税率・保険料率が必要となる

はずである。しかし増税のハードルがあまりに

高いため、「萎縮した社会民主主義」内での対処

とならざるを得ない。 

 日韓の日系・韓国系優先や台湾の中国系排除

のような民族差別的な移民政策は、長期的に維

持できるものではないと思われる。シンガポー

ルの結婚・妊娠・出産の制限は、人道的な問題

を含む。移民として最も適応に問題が少ないの

は、留学生として入国しその国で就業する場合

だろうが、これでは農林漁業や単純労働の人手

不足は解消できないだろう。日本が移民国家に

転換する際には、公正で人道主義的な制度が求

められる。 

 

F. 健康管理情報 

 

 なし 
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